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申入れ及び要請書 

 

 当団体は、消費者団体訴訟制度の制度化を迎えて、不当な勧誘行為や不当条項

の使用の中止を申入れ、また訴権を行使していくことを重要な活動内容として、

関西地域の７府県の消費者団体、消費者問題に取り組む個人等によって構成され、

２００５年１２月３日に結成された消費者団体であり、２００７年８月２３日に

は、内閣総理大臣より消費者契約法１３条に基づく適格消費者団体として認定さ

れました（組織概要についてはホームページをご参照下さい）。  

 当団体において、貴社の貸衣装契約における「ご契約のお取り消しについて」

と題する取消料を定めた契約書約款の内容を検討したところ、契約条項等につい

て消費者契約法に反し不当と思われる点、その他、消費者保護の観点から見て問

題があると思われる点があると判断しました。 

 よって、当団体は、貴社に対し下記｢申入れ及び要請の趣旨」記載のとおり、当

該条項を修正・削除するなど対応いただくよう申入れます。 

 ここで、同趣旨１については、適格消費者団体としての消費者契約法第１２条

に基づく申入れ、同趣旨２，同３については、消費者契約法第１２条に基づかな

い、消費者団体としての要請です。 

 つきましては、本申入れ及び要請（以下「本申入れ等」といいます。）に対す



- 2 - 

る貴社のご回答を、２０１２年１１月１４日までに書面にて当団体事務局まで送

付頂きますようお願いいたします。貴社の誠実、真摯な対応を期待します。 

 なお、既に貴社にご連絡いたしておりますとおり、本申入れ等は公開の方式で

行わせていただきます。したがって、本申入れ等の内容、及びそれに対する貴社

のご回答の有無とその内容等、本申入れ等の送付以降のすべての経緯・内容を当

団体ホームページ等で公表いたしますので、その旨ご承知おきください。  

また、本申入れ等時点で当団体の「お問い合わせ」の内容及び経過も当団体ホー

ムページ等で公表いたします。 

記 

第１ 申入れ及び要請の趣旨 

 １ 消費者契約法第１２条３項に基づく申入れ 

   貴社と顧客とのあいだで締結される衣装のレンタル契約（以下「本件貸衣 

装契約」といいます）締結の際交付される「お衣装レンタルの御利用規約」

中、消費者の都合による解約の際、その解約が契約日から使用日の３０日前

になされた場合に契約金額の３０％を解約料として徴収する旨の記載につい

て、その使用を停止すること。仮に解約料の定めを置く場合、一律に契約金

額の３０％と設定するのではなく、解除申出日と使用日との間の期間の長短

を考慮し、解約料が発生する期間及び解約料の設定について、顧客からの解

約の申出がなされた日が、使用日から遡って古い時期（期間）における解約

申出ほど、解約料が少なくなるよう段階的にその額を設定すること。 

   また、解約料率の設定については、解約によって貴社に生じる平均的損害 

 を超えないような適切妥当な額に収まるようにすること。 

 ２ 消費者契約法に基づかない消費者団体としての要請 

   契約日から起算して８日間における解約申出の場合には、顧客に解約料が 

 一切発生しない無条件解約（いわゆるクーリング･オフ制度と同様の制度） 

 を設けること（解約料が発生する時期を契約日を含めて９日目以降とするこ 

 と）。 

 ３ 消費者契約法に基づかない消費者団体としての要請 

   顧客の死亡･病気･怪我等、やむを得ない事情に基づく解約の場合には、契 

  約上解約料が発生する時期における解約であっても、解約料が発生しない扱 

  いをすることを契約（約款）上明記すること。 
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第２ 申入れ及び要請の理由 

 １ 趣旨１について 

   本契約における契約金額の３０％相当額の解約料が発生する期間である、 

契約日から使用日３０日前までという期間は非常に長く、かかる期間の中に

おける解約時期によって、貴社が被る損害には相当な差異があり、解約日が

使用日から遡って一定期間を超える場合など、解約日から使用日まで相当期

間の猶予がある場合には、契約料金の３０％の解約料が消費者契約法第９条

１号の「事業者に生ずべき平均的な損害」を超える場合がある可能性が大き

いこと。 

   使用日から遡って遠い時点での申出がなされた場合であるほど、貴社の損 

 害は少額に収まるものと合理的に考えられ、解約申出日と使用日との間の期 

 間の長短を考慮することなく、契約日以後かつ使用日の３０日前までになさ 

 れたキャンセル料率を一律に３０％と設定していることの具体的根拠･理由 

 がないと考えられること。 

 ２ 趣旨２について 

   本契約は、契約締結日から履行日(使用日)までの間に長期間が存在するこ 

  とが通常であると考えられることに鑑み、クーリング･オフと同様の制度を 

  導入されることが妥当であると考えられること。 

 ３ 趣旨３について 

   貴社の約款では顧客の解約の理由の如何を問わず、解約料を徴収する記載

となっていますが、消費者契約法９条１号が「解除の事由」を「平均的な損

害」の算定要素として明示していることに鑑みれば，顧客の死亡･病気･怪我

による入院等、やむを得ない理由に基づく場合に解約料を徴収することは、

完全な自己都合による解約の場合と比べて不公平であると考えられること。 

  

                                  以上 


